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基本政策　豊かな自然と共に生きるために
施策
主な取組 事業名 重点推進テーマ／

追加テーマ／新規・拡充
R7

主な内容
R7事業費
(千円)

R8
主な内容

R8事業費
(千円) 担当部署 目標値

1 脱炭素化を実現する
1 地球温暖化を防止する

脱炭素に係る地域企業連携事
業

令和６年度に構築したコンソーシアムの運用基盤を整
備し、自走化に向けた検討を行う。
・事務局運営支援業務（コンソーシアム運営の企画支
援、継続に向けたテンプレート作成）
・研修、勉強会実施支援業務
・市内企業のCO2排出量測定支援
・市内企業社員の脱炭素アドバイザー資格取得支援
・市職員の脱炭素アドバイザー資格取得支援

12,583

市内企業の脱炭素取り組みを促進するための支援を行
う。
・市内企業のCO2排出量測定支援
・市内企業社員の脱炭素アドバイザー資格取得支援
・市職員の脱炭素アドバイザー資格取得支援

6,169 カーボンニュートラル
課

目標値１ 目標値２

ゼロカーボンコンソーシ
アムの参加事業者数

ゼロカーボンコンソーシ
アムの参加事業者数のう
ち、市の助成金を活用し
た事業者数

令和８年度 100 社 令和８年度 20 社
目標値３

ゼロカーボンコンソーシ
アムの参加事業者におけ
るCo2排出量削減率
令和１２年度 50 %

1 脱炭素化を実現する
1 地球温暖化を防止する

スマートライティングを活用
した熱中症予防情報配信及び
熱中症特別警戒情報の配信
（熱中症予防対策事業）

市内10地点(中学校付近)の熱中症予防情報及び熱中症特
別警戒情報をみるメールと特設サイトで発信する。
・対象期間：令和7年6月1日から10月30日まで

2,226
市内10地点(中学校付近)の熱中症予防情報及び熱中症
特別警戒情報をみるメールと特設サイトで発信する。
・対象期間：令和8年6月1日から10月30日まで

1,435 カーボンニュートラル
課

目標値１ 目標値２

熱中症予防情報登録者数 熱中症関連の救急搬送者
数

令和８年度 20,000 人 令和７年度 45 人

1 脱炭素化を実現する
2 再生可能エネルギーの適正な
利用を促進する

青木地区ゼロカーボン街区構
築事業

・地域おこし協力隊による対象者への理解促進
・バイオガス発電設備導入基礎調査の実施
・ゼロカーボン街区構築支援業務の実施
・効果検証業務の実施
・普及促進業務の実施
・基礎調査業務の実施
・処分場接続検討資料作成
・青木サッカー場へのVSG蓄電池の導入
・エネルギーマネジメントシステムの導入
・地域MGに係る系統線構築
・住宅、酪農施設、事業所への太陽光及び蓄電池設置
補助の実施
・青木サッカー場、廃棄物処分場へのPPAモデルによ
る太陽光発電設備導入補助の実施
・小水力発電設備導入補助の実施

2,468,329

・地域おこし協力隊による対象者への理解促進
・ゼロカーボン街区構築支援業務の実施
・効果検証業務の実施
・普及促進業務の実施
・基礎調査業務の実施
・廃棄物処分場へのPPAモデルによる太陽光発電設備
導入補助の実施
・小水力発電設備導入補助の実施

1,509,545 カーボンニュートラル
課

目標値１ 目標値２

青木地区における酪農家
における自立電源設備導
入割合


青木地区の民生部門にお
ける電力由来のCO2排出
量削減率

令和8年度 100 % 令和８年度 100 %

目標値３

酪農家におけるCo2排出
量削減率

令和8年度 40 %

1 脱炭素化を実現する
2 再生可能エネルギーの適正な
利用を促進する

地域脱炭素化促進区域設定事
業

・再エネ導入ビジョンで整理した内容を基に促進区域
候補地域の再エネ導入ポテンシャルを詳細化細分化
・促進区域候補内企業へのヒアリング調査、企業向け
説明会の実施
・「事業提案型」促進区域の設定を検討している企業
への地域脱炭素化推進事業計画の立案支援
・説明会や協議会の開催による地域との合意形成
・法に基づく促進区域として設定するために気候変動
対策計画に位置付ける

6,556 0 カーボンニュートラル
課

目標値１

市内におけるCo2排出量
削減率

令和12年度 50 %

2 気候変動影響に適応する
1 気候変動への理解を促進する

グリーンファイナンスフレー
ムワーク見直し及び策定事業

「2050 Sustainable Vision 那須塩原～環境戦略実行宣
言～」に位置付けられる取組など広く活用できるよ
う、現在のフレームワークの見直し及び策定を行う。

4,364 0 カーボンニュートラル
課

目標値１ 目標値２
選定事業数 本市のＧＦ借入の認知度
令和７年度 4 件 令和７年度 60 %

目標値３
「2050 Sustainable
Vision 那須塩原」の認知
度
令和７年度 60 %

3 自然環境を保全する
1 希少野生動植物種を保護する

ネイチャーポジティブ那須野
が原アライアンス（仮称）に
おける企業連携事業

・アライアンス加入企業と連携したNP事業の推進
・アライアンス加入企業に対するNP貢献証書（NFT付
与）の交付
・専門家によるネイチャーポジティブに関する講演会
・NFT活用支援業務委託

9,000

・アライアンス加入企業と連携したNP事業の推進
・アライアンス加入企業に対するNP貢献証書（NFT
付与）の交付
・専門家によるネイチャーポジティブに関する講演会
・NFT活用支援業務委託

10,000 ネイチャーポジティブ
課

目標値１ 目標値２

アライアンス加入企業数
アライアンス加入企業が
実施したネイチャーポジ
ティブの取組

令和12年度 10 社 令和12年度 5 件
目標値３

アライアンス加入企業か
らの寄附額
令和12年度 円500,000
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3 自然環境を保全する
1 希少野生動植物種を保護する

越堀・寺子地区における農業
生態系保全事業

・本事業のモデルとして選定するため池等の整備（汚
泥排出等）
・生物生息等状況調査、アンケート調査等（那須拓陽
高校と協働）

4,180 ・整備したため池等の生物生息等状況調査（環境DNA
調査ほか） 5,000 ネイチャーポジティブ

課

目標値１ 目標値２
ミヤコタナゴの生息ポテ
ンシャルを有するため池
数

生物多様性保全に配慮し
ているため池数

令和12年度 5 箇
所 令和12年度 5 箇

所
目標値３

那珂川流域において連携
する自治体、企業、団体
等の数

令和12年度 5 団
体

3 自然環境を保全する
3 森林資源の保全・管理を推進
する

自然環境保護地区拡張事業
（旧自然環境保護地区拡張調
査事業）

・新たな生息地保全協定の締結に向けた取組
・自然保護地域拡張のための取組 1,600 ・新たな生息地保全協定の締結に向けた取組

・自然保護地域拡張のための取組 3,100 ネイチャーポジティブ
課

目標値１ 目標値２

生息地保全協定の協定数 市域における自然環境保
護地区の面積の割合

令和12年度 25
協
定
区

令和12年度 50 ％

4 資源を有効に活用する
1 ごみの発生抑制と分別の徹底
を推進する

資源循環推進事業

・エコナステーションを活用したプラスチックリサイ
クル事業
・ワイン製造における資源の有効利用に関するビジネ
スモデル検討及び実証事業
・サーキュラーエコノミーに関するシンポジウム開催

13,819

・エコナステーションを活用したプラスチックリサイ
クル事業
・ワイン製造における資源の有効利用に関するビジネ
スモデル検討及び実証事業
・サーキュラーエコノミーに関するシンポジウム開催

11,252 サーキュラーエコノ
ミー課

目標値１ 目標値２

プラスチックの資源化量
１人１日当たりの家庭系
ごみ排出量（資源物を除
く）

令和８年度 24
ｔ
/
年

令和８年度 506

ｇ
/
人
・
日

2 障害者福祉を充実させる
1 障害に対する理解を促進する

障害者就労支援コーディネー
ター設置事業

障害者就労支援コーディネーター配置に向けた事業
所、企業、関係機関等へのヒアリング、庁内関係課と
の調整及び受託業者の選定（債務負担行為の設定）

0 5,951 社会福祉課

目標値１ 目標値２
障害者の新規雇用及び職
場環境改善に係る訪問企
業数

障害特性の理解や障害者
雇用に関する研修会の参
加企業数

令和８年度 24 件 令和８年度 12 社

2 障害者福祉を充実させる
2 地域での障害福祉サービス・
相談支援体制を充実させる

基幹相談支援センター設置事
業

基幹相談支援センターの設置（主任相談支援専門員等
専門職の配置）
・障害についての総合的な支援窓口（主に支援者の後
方支援）
・専門性の高いケースへの対応
・関係機関との連携や相談支援専門員の人材育成（研
修等）
・権利擁護（成年後見制度の促進）及び虐待防止への
取組
・地域自立支援協議会への運営支援
・地域移行、地域定着の推進

8,000

基幹相談支援センターの設置（主任相談支援専門員等
専門職の配置）
・障害についての総合的な支援窓口（主に支援者の後
方支援）
・専門性の高いケースへの対応
・関係機関との連携や相談支援専門員の人材育成（研
修等）
・権利擁護（成年後見制度の促進）及び虐待防止への
取組
・地域自立支援協議会への運営支援
・地域移行、地域定着の推進

8,000 社会福祉課

目標値１ 目標値２

課題解決及び相談支援専
門員の人材育成を図るた
めの研修等の参加人数
（延べ人数）

基幹相談支援センターの
設置により相談支援の改
善が図られたと感じてい
る相談支援専門員の割合
（人材育成研修でのアン
ケート結果）

令和８年度 120 人 令和8年度 60 %

3 高齢者支援を充実させる
2 地域包括ケアシステムを推進
する

電力メーターとＡＩによるフ
レイル対策事業

・ひとり暮らしの高齢者を対象とし、フレイル検知シ
ステム（各家庭に設置された電力スマートメーター
を使用）により、フレイルリスクを早期に把握する。
・フレイルリスクがあると検知された高齢者に対し、
訪問による健康状態の確認を行い、一人ひとりの
状態に適したフレイル予防に取り組めるよう支援す
る。

2,286

・ひとり暮らしの高齢者を対象とし、フレイル検知シ
ステム（各家庭に設置された電力スマートメーター
を使用）により、フレイルリスクを早期に把握する。
・フレイルリスクがあると検知された高齢者に対し、
訪問による健康状態の確認を行い、一人ひとりの
状態に適したフレイル予防に取り組めるよう支援す
る。

2,398 高齢福祉課

目標値１ 目標値２

事業登録者数 フレイルリスク早期発見
率

令和9年度 550 人 令和9年度 80 %
目標値３

フレイルリスク検出者の
改善度
令和9年度 100 %

・障害者の特性・能力と企業ニーズとのマッチング
コーディネート
・企業に対する障害者雇用の理解促進、相談体制整
備・助言
・障害福祉サービス提供事業所に対する就労支援サ
ポート

基本政策　誰もが生き生きと暮らすために
施策
主な取組 事業名 重点推進テーマ／

追加テーマ／新規・拡充
R7

主な内容
R7事業費
(千円)

R8
主な内容

R8事業費
(千円) 担当部署
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基本政策　快適で便利な生活を支えるために

基本政策　地域の力と交流を生み出すために

基本政策　まちの活力を高めるために

施策
主な取組 事業名 重点推進テーマ／

追加テーマ／新規・拡充
R7

主な内容
R7事業費
(千円)

R8
主な内容

R8事業費
(千円) 担当部署

施策
主な取組 事業名 重点推進テーマ／

追加テーマ／新規・拡充
R7

主な内容
R7事業費
(千円)

R8
主な内容

R8事業費
(千円) 担当部署

施策
主な取組 事業名 重点推進テーマ／

追加テーマ／新規・拡充
R7

主な内容
R7事業費
(千円)

R8
主な内容

R8事業費
(千円) 担当部署

1 計画的な土地利用を推進する
1 効率的な土地利用を推進する

那須塩原市都市計画マスター
プラン及び立地適正化計画推
進事業

・用途地域の見直し、都市計画道路の見直し、地区計
画の見直し等の検討、見直しに向けた関係機関との調
整・協議
・現行の誘導施策の充実、居住等の新たな誘導施策の
検討・創設
・立地適正化計画に基づく届出の受理、指導、勧告
・両計画の理解浸透に向けた広報活動

470 4,100 都市計画課

目標値１ 目標値２
都市計画区域内人口に対
する居住誘導区域内人口
の割合

都市機能誘導区域内にお
ける地価公示価格

令和20年度 50
％
以
上

令和20年度 34,015
以上

円
/
㎡

2 良好な生活空間を提供する
1 空き家等を有効活用する 空き家バンク利用促進事業

・空き家の相談員伴走サポート業務
・空き家相談サポート業務
・リフォーム工事、媒介手数料

8,221
・空き家の相談員伴走サポート業務
・空き家相談サポート業務
・リフォーム工事、媒介手数料

9,442 都市計画課

目標値１ 目標値２

空き家バンク登録件数 空き家バンク利用登録人
数

令和7年度 10 件 令和7年度 20 人
目標値３

空き家バンクに登録され
た物件を購入した移住世
帯の数

令和7年度 6 世
帯

6 持続的・効果的な下水処理
サービスを提供する
3 健全かつ安定的な事業経営を
持続する

下水道台帳管理システム構築
・下水道台帳管理システム構築業務（Ｒ６－Ｒ７）債
務負担行為_市単独事業（農業集落排水事業施設図及び
調書、排水設備台帳、浄化槽台帳、　受益者負担金管
理台帳の電子化）

70,000 0 整備課

目標値１ 目標値２
窓口対応時間の年間削減
時間（１件当たり削減時
間×受付件数）

図面、調書、台帳等を参
照する業務の年間削減時
間

令和12年度 333 時
間 令和12年度 180 時

間

3 中心市街地を活性化させる
1 駅周辺地区を整備する

那須塩原駅周辺まちづくり推
進事業

・那須塩原駅周辺まちづくりアドバイザリー業務委託
・那須塩原駅周辺まちづくり基本計画策定支援業務委
託
・社会実験実施業務

63,811

・那須塩原駅周辺まちづくりアドバイザリー業務委託
・那須塩原駅周辺まちづくりに関する基本設計業務委
託
・社会実験実施業務

170,502 那須塩原駅周辺整備室

目標値１
那須塩原駅西口周辺地区
における定住人口の増加
令和14年度 2,460 人

2 畜産業を活性化させる
1 魅力ある畜産のまちづくりを
推進する

牛乳等による地域活性化推進
事業

・酪農等 PR企画
・南会津町連携
・牛柄ポスト
・料理コンテスト
・チーズアカデミー事業
・スポーツ大会牛乳提供
・会議で牛乳

8,887

・酪農等 PR企画
・南会津町連携
・牛柄ポスト
・料理コンテスト
・チーズアカデミー事業
・スポーツ大会牛乳提供
・会議で牛乳

8,935 農務畜産課

目標値１ 目標値２
酪農を軸とした事業が他
分野事業とコラボレー
ションした数

民間企業等と連携した首
都圏等でのイベントの開
催

令和９年度 5 事
業 令和９年度 5 回

目標値３ 目標値４
ミルクタウン戦略に基づ
き民間事業者が実施した
事業数

乳製品や牛乳と関連する
ふるさと寄附返礼品の品
目増

令和９年度 10 事
業 令和９年度 5 品

目

・用途地域の見直し、都市計画道路の見直し、地区計
画の見直し等の検討、見直しに向けた関係機関との調
整・協議
・居住等の新たな誘導施策の運用（現時点では、新た
な誘導施策の内容が未定のため0予算で見込む）
・立地適正化計画に基づく届出の受理、指導、勧告
・両計画の理解浸透に向けた広報活動
・都市計画基礎調査の実施



4

3 商工業を活性化させる
1 地域経済を持続的に発展させ
る

地域共創事業

・ローカル10,000プロジェクト
・那須地域開拓塾
・起業支援プログラム
・女性活躍に資するプログラム
・包括連携協定締結企業等と市との連携強化

55,607

・ローカル10,000プロジェクト
・那須地域開拓塾
・起業支援プログラム
・女性活躍に資するプログラム
・包括連携協定締結企業等と市との連携強化

88,807 企画政策課

目標値１ 目標値１
新規事業の数（設定期間
の累計）

地域における新規雇用者
数(設定期間の累計)

令和9年度 5 事
業 令和9年度 1,000 人

目標値２

プログラム受講した女性
のうち、新たに就業・受
注を受けた人数（設定期
間の累計）

令和9年度 20 人

4 観光を活性化させる
1 持続的かつ競争力のある観光
地域をつくる

観光マスタープラン推進事業 ・観光マスタープラン進捗管理
・法定外目的税導入の検討 938 ・観光マスタープラン進捗管理

・法定外目的税導入の検討 1,405 ツーリズム推進課

目標値１
那須塩原市観光マスター
プラン目標指数の達成数
（全７項目）

令和９年度 7 項
目

6 農観商工の連携を強化する
1 地域特産品の認知度を高める 那須塩原ブランド等PR事業 ・農業者ブランド育成事業

・ブランド品等ＰＲ強化事業 7,210 ・農業者ブランド育成事業
・ブランド品等ＰＲ強化事業 7,210 農務畜産課

目標値１ 目標値２

ブランド認定品の販路に
関する支援件数（累計）

農産物の自己ブランド化
に関する相談件数（累
計）

令和９年度 3 件 令和９年度 ６ 件
目標値３

ＰＲ冊子新規設置先（那
須塩原ブランド新規取扱
店舗数）（累計）
令和９年度 10 件

1 子育て環境を充実させる
1 未就学児の保育環境を充実さ
せる

保育士確保事業 ・宿舎借上支援事業費補助 4,230 ・宿舎借上支援事業費補助 4,230 保育課

目標値１ 目標値２
補助事業を活用して移住
した保育士数（１年当た
り）

市ホームページに求人情
報を掲載している民間保
育施設数

令和9年度 10 人 令和9年度 12 施
設

目標値３

民間保育施設の入所率
令和9年度 98 ％

1 子育て環境を充実させる
2 妊娠期から子育て期にわたり
切れ目なく支援する

こども家庭センター事業

・子ども、子育て家庭、妊産婦に対する相談支援及び
家庭支援の実施
・母子保健・児童福祉に係る情報の提供
・児童情報及び相談支援情報等の管理
・多様なサービスや地域資源を組み合わせたサポート
プランの作成。

3,191

・子ども、子育て家庭、妊産婦に対する相談支援及び
家庭支援の実施
・母子保健・児童福祉に係る情報の提供
・児童情報及び相談支援情報等の管理
・多様なサービスや地域資源を組み合わせたサポート
プランの作成。

3,191 子育て相談課

目標値１ 目標値２

虐待ケースの終結割合
この地域で今後も子育て
をしていきたいと思う親
の割合

令和９年度 80 % 令和９年度 95 %

目標値３
業務システム導入による
家庭相談員の時間外勤務
時間の削減割合
令和９年度 30 %

2 学校教育を充実させる
2 学力向上のための授業づくり
を推進する

教育ＤＸ推進（教職員ネット
ワークシステム管理費及び小
中学校ＩＣＴ事業費）

・セカンドGIGA端末更新
・電子黒板更新
・教職員ネットワーク機器更新（契約事務及び運用準
備）
・校務支援システム更新（契約事務及び運用準備）

63,273

・セカンドGIGA端末運用
・電子黒板運用
・教職員ネットワーク機器更新及び端末更新
・校務支援システム更新

98,233 学校教育課

目標値１ 目標値２

教職員の勤務時間削減割
合（令和６年度比）

学校から保護者へ配信す
る通知・配布物等をクラ
ウドサービスを用いて一
斉配信している割合

令和10年度 10 ％ 令和10年度 95 ％

基本政策　未来を拓く心と体を育むために
施策
主な取組 事業名 重点推進テーマ／

追加テーマ／新規・拡充
R7

主な内容
R7事業費
(千円)

R8
主な内容

R8事業費
(千円) 担当部署
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7 生涯スポーツを充実させる
3 大規模スポーツイベントの誘
致・支援を推進する

スポーツツーリズム推進事業 ・スポーツ合宿、大規模大会プロモーション
・那須塩原スポーツコミッション補助金 11,000 ・スポーツ合宿、大規模大会プロモーション

・那須塩原スポーツコミッション補助金 11,338 ツーリズム推進課

目標値１ 目標値２
スポーツ合宿及び大規模
スポーツ大会誘致による
経済効果額

宿泊あっせん件数

令和９年度 4.3 億
円 令和９年度 10 件

目標値３ 目標値４

那須塩原スポーツコミッ
ションＨＰのＰＶ数

スポーツ合宿、大規模ス
ポーツ大会誘致による入
込数

令和９年度 2,000 件 令和９年度 28,800 人

1 安定した行政経営を推進する
1 歳入を確保する ふるさと寄附推進事業

・ふるさと寄附受付業務
・ふるさと納税サイトの運用
・新規返礼品事業者の開拓、返礼品の企画開発
・ファン、リピーターの獲得に向けたPR・プロモー
ション
・企業版ふるさと納税受付業務
・企業版ふるさと納税寄附獲得のためのPR
・クラウドファンディングの実施

452,938

・ふるさと寄附受付業務
・ふるさと納税サイトの運用
・新規返礼品事業者の開拓、返礼品の企画開発
・ファン、リピーターの獲得に向けたPR・プロモー
ション
・企業版ふるさと納税受付業務
・企業版ふるさと納税寄附獲得のためのPR
・クラウドファンディングの実施

501,453 企画政策課

目標値１ 目標値２
寄附受入額 返礼品登録数

令和9年度 10 億
円 令和9年度 2,000 品

目標値３ 目標値４
リピーター寄附者率の増
加率 返礼品提供事業者登録数

令和９年度 30 ％ 令和9年度 200
事
業
者

2 多様化する市民ニーズに対応
する
1 新庁舎の整備を推進する

新庁舎整備事業
・新庁舎建設実施設計
・新庁舎におけるオフィス環境整備
・新庁舎建設工事

5,826,425 ・新庁舎におけるオフィス環境整備
・新庁舎建設工事 2,918,398 那須塩原駅周辺整備室

目標値１
新庁舎の完成
令和9年度 完成

2 多様化する市民ニーズに対応
する
2 市民サービスを充実させる

既存庁舎活用可能性調査事業
・対象施設等の現況整理
・建築物の劣化状況等の整理
・民間事業者へのヒアリング調査の実施

16,500 西那須野庁舎における地区センターの整備及び庁舎内
の付帯施設整備に係る基本・実施設計業務委託 33,000 企画政策課

目標値１
（仮称）地区センターの
開所
令和9年度 開所

3 地域の魅力を高める
1 シティプロモーションを推進
する

移住・定住促進事業

・移住希望者に対するPR及び移住施策等情報発信事業
（移住イベントへの出展等）
・移住後支援（定住促進のためのコミュニティづく
り・交流会等イベント）
・移住者向け補助金事業（移住支援助成金、移住サ
ポート助成金、移住応援補助金、新幹線定期券購入補
助金、新規：地方就職学生支援金）
・那須地域定住自立圏移住・定住サポート事業

159,498

・移住希望者に対するPR及び移住施策等情報発信事
業（移住イベントへの出展等）
・移住後支援（定住促進のためのコミュニティづく
り・交流会等イベント）
・移住者向け補助金事業
・那須地域定住自立圏移住・定住サポート事業（web
構築及びプロモーション、東京圏在住の20代から40代
の女性をターゲットとした合同移住セミナーの開催、
移住イベントへの共同出展、ノベルティ作成）

158,530 企画政策課

目標値１ 目標値２
移住相談から実際の移住
につながった世帯の数
（令和7年度から9年度ま
での延べ件数）

移住者のうち20代から40
代までの女性を含む世帯
の割合（令和9年度までの
目標）

令和9年度 390 世
帯 令和9年度 60 %

目標値３ 目標値４

移住者のうち首都圏（東
京、埼玉、神奈川、千
葉）からの移住世帯数
（令和7年度から9年度ま
での延べ件数）

ＨＰのＰＶ数（令和7年度
から9年度までの延べ回
数）

令和9年度 288 世
帯 令和9年度 15,100 件

基本政策　まちの持続的発展のために
施策
主な取組 事業名 重点推進テーマ／

追加テーマ／新規・拡充
R7

主な内容
R7事業費
(千円)

R8
主な内容

R8事業費
(千円) 担当部署
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3 地域の魅力を高める
1 シティプロモーションを推進
する

シティブランディング事業

・ブランドコンセプトの普及啓発
・ブランドコンセプトに沿った名刺デザイン
・ブランドWEBサイト構築・運用
・ブランドグッズ等作成
・ブランディングアクション運営組織検討

22,830

・ブランドコンセプトの普及啓発
・ブランドコンセプトに沿った名刺デザイン
・ブランドWEBサイト構築・運用
・ブランドグッズ等作成
・ブランディングアクション運営組織検討

26,000 企画政策課

目標値１ 目標値２
地域へのUIJターン数（日
本人） 人口社会増減

令和9年度 3,377 人 令和9年度 社会増の
維持

目標値３ 目標値４
市民のブランドの認知度 ふるさと納税寄付件数
令和9年度 30 ％ 令和9年度 40,000 件

4 DXを推進する
1 市民サービスの利便性を向上
させる

統合型・公開型GIS更新

【デジタル推進課】統合型・公開型GISの構築、データ
連携基盤を介した道路台帳システム連携
【保全管理課】道路台帳システムのクラウド化
【建築指導課】位置指定道路・建築計画等概要書の道
路台帳システムへの反映

118,327 運用保守 17,345 デジタル推進課

目標値１ 目標値２

市民満足度（５段階評
価） サービスの認知度

令和９年度 4 Pt 令和９年度 50 ％

目標値３
公開したGISに関する業
務の窓口及び電話対応時
間の削減

令和９年度 200 時
間

4 DXを推進する
2 行政の業務の効率化と働き方
改革を推進する

個人番号利用事務系ネット
ワークシステム標準化・共通
化事業

基幹業務システムを標準準拠システムに更新する。 322,559 標準準拠した基幹システムの運用 227,977 デジタル推進課

目標値１
ガバメントクラウドへの
移行システム数

令和7年度 20 業
務

4 DXを推進する
2 行政の業務の効率化と働き方
改革を推進する

情報セキュリティ対策 ・β´モデル情報セキュリティ外部監査 3,773
・職員の私物端末の業務利用に係るセキュリティ対策
・働き方改革、業務生産性向上とセキュリティの担保
を両立するインターネット接続系ネットワークの構築

108,198 デジタル推進課

目標値１
外部監査の不備事項件数

令和7年度 3
件
以
下

4 DXを推進する
2 行政の業務の効率化と働き方
改革を推進する

行政文書保存総量削減事業

・文書量調査及び仕分け(廃棄/外部保管/電子化(→廃棄)
など)
・文書仕分け調査、ヒアリング及び現状調査
・文書削減(電子化)等の検討支援
・例規改正及びガイドライン作成支援（先行自治体事
例などについての情報提供）
・文書削減等の全体計画やロードマップ作成支援(文書
削減部分)

5,000
令和７年度の検討の結果を基に、文書の電子化、異
動、又は廃棄を実施。電子化されたデータについて
は、HDD又はSSDで納品

100,000 総務課

目標値１ 目標値２

本庁部署が保管する文書
総量の削減（対R6年度
比）

保存文書の検索に要する
時間の削減

令和９年度 50 ％ 令和９年度 70 ％

4 DXを推進する
2 行政の業務の効率化と働き方
改革を推進する

BPR業務分析等支援事業
・業務手順書整備・ＢＰＲ分析システム運用
・意識改革・BPR手法習得のための職員研修の実施
・ＢＰＲ支援業務委託

9,654
・業務手順書整備・ＢＰＲ分析システム運用
・意識改革・BPR手法習得のための職員研修の実施
・ＢＰＲ支援業務委託

10,000 総務課

目標値１ 目標値２

ＢＰＲを実施した業務1件
当たりの年間作業時間の
削減割合

BPR実施事業数（１年当
たり）

目標値３
BPRについて、「よく理
解している」と回答する
職員の割合

4 DXを推進する
2 行政の業務の効率化と働き方
改革を推進する

固定資産税登記異動電子化事
業

・登記済通知書連携オプション機能を基幹系税システ
ムに導入
・登記済みデータの取り込み
・データの確認
・所有権移転一括処理

1,320
・登記済みデータの取り込み
・データの確認
・所有権移転一括処理

1,320 固定資産税課

目標値１ 目標値２
所有権移転処理時間の削
減 移動処理ミス発生割合

令和８年度 1,400 時
間 令和８年度 0 ％

令和９年度 30 ％ 令和９年度 5 件

令和９年度 80 ％


